
外国人材の受入れ・共生のための

総合的対応策検討会（第６回）

議事録

第１ 日 時  平成３０年１２月２０日（木） 自 午後 ３時３０分

                     至 午後 ５時００分

第２ 場 所  東京高等検察庁１７階会議室

第３ 議 題  外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（最終取りまとめ）について

第４ 議 事  （次のとおり）
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議        事

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） それでは，皆様，今日もお集まりいただきまし

てありがとうございます。定刻となりましたので，ただいまから第６回外国人材の受入れ・

共生のための総合的対応策検討会を開催いたします。どうぞよろしくお願いいたします。

  それでは，本日の配付資料及び進行につきまして，事務局から説明させていただきます。

○法務省大臣官房秘書課付 事務局でございます。

  配付資料の確認をさせていただきます。お手元の資料を確認いただきたいと思います。

  まず，議事次第，配席図を配付させていただいております。

  また，配付資料といたしまして，資料番号を付しているものが３点ございます。資料１－

１が，「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（概要）【案】」でございます。資

料１－２が，「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（本文）【案】」でございま

す。資料２が，有識者資料でございまして，佐原委員から提出されたものを配付させていた

だいているところでございます。

  それとは別でございますけれども，机上に，資料番号は付しておりませんが，二つ丸がつ

いている，地域における多文化共生推進プランという文章で始まる資料を配付させていただ

いております。これらの資料がそろっているか御確認いただきまして，もしお手元にないと

いう方がいらっしゃいましたら，恐れ入りますが，お近くの職員までお申し付け願います。

  次に，本日の進行について御説明させていただきます。

  本日は，まず，第５回検討会におきまして，有識者の先生方からいただきました御意見の

うち，第５回の検討会で回答できなかった項目につきまして，関係省庁から回答させていた

だくことを予定しております。

  その後，総合的対応策【案】につきまして，第５回検討会以降の主な変更点，具体的に申

し上げますと，予算額が盛り込まれたほか，自民党及び公明党の各部会の議論の中で修正が

入っておりますので，本日は，その点について御説明をさせていただきます。

  その上で，意見交換を行っていただき，本検討会といたしまして，外国人材の受入れ・共

生のための総合的対応策【案】の最終取りまとめを御了承いただきたいと考えているところ

でございます。

  そして，最後になりますけれども，休憩を挟んだ後に，山下大臣から御挨拶させていただ

くことを考えております。

  以上でございます。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） それでは，議事に入ります。

  今もお話ありましたように，第５回検討会において，有識者の先生方から頂戴しました御

意見のうち，回答できておりませんでした９項目について，関係省庁から回答させていただ

きます。

  時間の関係もございますので，まず９項目について，各省庁から順次回答していただき，

それらに対する御意見につきましては，最後にまとめて御発言いただければと思います。

  それでは，まず，生活・就労ガイドブック，これは仮称ですけれども，災害時の情報，医

療に関する情報，警察，救急車，消防などの情報の掲載も必要ではないかとの御意見があり

ました。
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  この点につきまして，法務省から回答をお願いします。

○法務省入国管理局参事官 法務省でございます。

  前回，生活・就労ガイドブックについて御意見をいただきました。

  検討会でお示ししております総合的対応策の案におきまして，もともとガイドブックには，

いろいろなものを記載するわけでございますけれども，その例示といたしまして，安全・安

心な生活・就労のために必要な基礎的情報として，在留手続ですとか労働関係法令，社会保

険，防犯，交通安全等を取り上げてございます。

  これらに加えまして，前回，市川委員から御指摘をいただいたものですけれども，災害時

の情報ですとか医療に関する情報，警察，救急，消防，等に関する情報は，生命・身体の安

全に関わるものでございますので，こうした緊急事態が発生した場合に，即座に対応してい

ただくという必要があることから，ガイドブックに掲載すべき情報と考えてございます。

  これらの他にも，年金ですとか，出産，育児，教育，税などの日常生活全般に関わる情報

について，関係省庁と協力しながら，できるだけ広く掲載して，分かりやすい実用的なもの

にしていきたいと考えてございます。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） それでは，次に，共生支援を行う受け皿機関の

立上げ等につきまして，既に先進的な取組を行っている国際交流協会やＮＰＯなどのある地

域では，それらとの協働も念頭に置くべきとの御意見をいただいたところです。

  この点につきましても，法務省からお願いします。

○法務省入国管理局参事官 引き続きまして，法務省でございます。

  地方創生推進交付金による支援の対象は，地方公共団体による自主的・主体的な取組であ

りますけれども，御指摘のような，地方公共団体が既存の先進的な取組を行っている国際交

流協会ですとかＮＰＯと協働して共生支援を行う受け皿機関の立上げ等を行うという場合に

は，外国人材の受入れ環境がより一層整備され，地域における多文化共生の取組が推進され

ていくことになると考えております。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） 次に，相談・支援における多言語化はもとより，

社会保険や年末調整等の税務書類を含め，様々な公的書類についても多言語化などのサポー

トを行うべきであるとの御意見をいただきました。

  この点につきまして，社会保険につきましては厚生労働省から，年末調整等の税務書類に

つきましては国税庁から御回答いただきたいと思います。

  それでは，厚生労働省。

○厚生労働省政策統括官付参事官（社会保障担当） 厚生労働省です。

  まず，社会保険関係ですが，社会保険は，制度によって取組の状況が違いますので，分け

て御説明申し上げたいと思います。

  まず，年金についてでございますが，外国人の方々の受入れということでございますので，

外国人の方々に社会保険制度の意義を理解していただくためのパンフレットを新たに作成し，

多言語対応することを予定しております。

  そして，被用者保険や国民年金など，それぞれ年金の仕組みが違いますので，それぞれ５

か国語，９か国語でこれまでパンフレットを作成して対応しておりますが，対応言語を更に

拡大して，その上で，各全国の年金事務所や市町村の相談窓口にも設置していく予定として

おります。
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  また，年金事務所の窓口で現在提供しております電話通訳サービスにつきましても，対応

言語の拡大を現在検討しているところでございます。

  年金につきましては，こうした形で，新たに受け入れる外国人の方々にこの制度の意義を

よく御理解いただいて，丁寧に対応・支援できるように取り組んでいきたいと考えておりま

す。

  次に，国民健康保険の関係です。こちらは医療保険の関係です。

  外国人の方々に対して，リーフレットを作成するとか，あるいは窓口で多言語通訳サービ

スを導入するといった取組を，先進的に既に実施していただいている市町村もございますの

で，そうした市町村の事例を整理して，他の市町村においても活用できるように，まずは周

知をしていきたいと考えているところです。

  こうした外国人の皆様に対しての，国保制度の周知・広報に要する経費というのは，当然

増えてくるわけですけれども，特別調整交付金の仕組みで財政支援を行うといったことで，

各市町村で外国人の方々への国保制度への加入促進の取組がされるように，引き続き支援し

ていきたいと考えております。

  次に，被用者保険の関係です。

  いわゆる健康保険，協会けんぽ，あるいは健康保険組合ですが，特に協会けんぽについて

は年金機構で事務を行っておりますが，健康保険の申請書類につきましては，基本的に事業

主の方に作成をいただくもの，あるいは事業主経由で提出をいただくというものでございま

すが，事業主の方が作成される書類については，多言語化の必要はないと考えております。

他方，事業主経由で提出いただく資料につきましては，作成に当たって，まずは事業主の

方々に，サポートをしっかりしていただくことが重要だと考えているところでございます。

  いずれにいたしましても，健康保険の手続が外国人労働者の方々についても円滑に行えま

すように，書類の多言語化ニーズも踏まえて，適切に対応していきたいと考えているところ

でございます。

○厚生労働省職業安定局外国人雇用対策課長 労働保険について補足させていただきます。

  労災保険につきましては，外国人の方が業務上被災された場合，また，雇用保険について

は，外国人の方が離職された場合等に，保険給付が給付されることになります。

  こうした保険給付の請求が円滑に行われるよう，給付内容や請求の手続，あるいは請求書

の記入の仕方等を外国語で説明する，外国人の方向けのパンフレットを作成しております。

こうしたものを窓口に配備したり，ホームページでの周知に取り組んでいるところでござい

ます。

  また，労働基準監督署やハローワークにおきましても，通訳の方の配置，あるいは電話相

談・電話通訳のサービスを活用して，多言語での相談対応ができる体制を整えるように取り

組んでおります。

  こうした取組の中で，外国人の方も円滑に，様々な手続ができるよう，取り組んでいきた

いと考えております。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） ありがとうございました。

  それでは，国税庁，お願いします。

○国税庁課税部個人課税課長 国税庁では，今まで，年末調整の際に使用する扶養控除申告書

ですとか，その他の各種様式ですとか，所得税の確定申告の手引きなどの英語版を作成して
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まいりました。

  まず，英語以外の言語ということで申し上げますと，国税庁ホームページ上で確定申告書

を作成するシステムがあるのですが，これの操作要領のポルトガル語版を作成しているとい

うことでございます。

  今後，こうしたことを受けまして，国税庁で作成している各種手引き等の多言語化等につ

いて，きちんと検討してまいりたいと考えております。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） ありがとうございました。

  それでは，次に，日本語教育につきまして，現在は地域のボランティアベースで支援が行

われていることに鑑み，教材の周知だけではなく，日本語教室に対する財政支援，指導者の

スキルの向上や処遇の改善等にも取り組むべきであるとの御意見を賜りました。

  この点につきまして，文部科学省から御回答いただけますでしょうか。

○文化庁国語課長 文化庁国語課でございます。

  御指摘の点につきまして，来年度からの文化庁の新規事業として要求中であります地域日

本語教育の総合的な体制づくり推進事業による地方公共団体への支援の対象には，地域の日

本語教室の指導者への謝金を含む教室運営費や日本語教育人材のための研修に係る費用など

を含める予定であり，予算成立を受け，本事業が実施できることになりました場合には，本

事業の着実な実施を通じて，改善につなげてまいりたいと考えております。

  以上です。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） ありがとうございました。

  それから，法律トラブルにつきまして，相談窓口案内の多言語化のみならず，法テラスに

おける相談・援助等も含めた法的救済システム全体の多言語化，及びそのための予算を確保

するべきであるとの御意見を賜りました。

  この点につきまして，法務省，お願いします。

○法務省入国管理局参事官 法務省でございます。

  法テラスにおきましては，多言語情報提供サービスによる相談窓口等についての情報提供

のみならず，民事法律扶助による法律相談援助や代理援助等を利用する外国人に対しては，

通訳料・翻訳料の援助等を通じて，多言語対応を行ってきたところでございます。

  今後，法テラスの法的支援に対する外国人のニーズ動向を踏まえまして，民事法律扶助に

おける多言語対応についても適切に実施していくことが必要ということは，市川先生の御指

摘のとおりでございますので，その趣旨を明確にするために，施策番号３６番，施策の追加

があり，本日の資料では３７番になっていると思いますが，「民事法律扶助を含めた法テラ

スの多言語での法的支援について」という，「多言語での」というのを加えまして，さらに

その後に，「適切な実施と」という言葉も加えまして，積極的な周知・広報を行うという形

に修正をさせていただいたところでございます。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） それでは，次に，労働関係法令に違反する事業

主に対しては，厳正に対処するとともに，労働基準監督署等との相互通報制度により，即時

に受入れを停止する仕組みを構築すべきであるとの御意見を賜りました。

  引き続き，法務省，お願いします。

○法務省入国管理局参事官 法務省でございます。

  技能実習制度におきましては，昨年１１月に施行されました技能実習法によりまして，監
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理団体の許可制ですとか技能実習計画の認定制，外国人技能実習機構の新設などがなされ，

同機構が監理団体や受入れ企業に対する実地調査などを順次実施しております。そうした中

で，労働関係法令の違反の疑いが認められた場合には，事案の内容に応じて，技能実習計画

の取消しですとか受入れの停止などの厳正な措置を執ることとしております。

  また，今回の新たな受入れ制度におきましては，特定技能所属機関の基準として，法務省

令において，労働関係法令を遵守していることを定めることとしているほか，特定技能所属

機関の欠格事由として，こちらも法務省令において，労働に関する法令に関し，不正又は著

しく不当な行為をした者ということを定めることとしております。

  したがいまして，御指摘のような労働関係法令に違反する事業主というのは，その基準に

適合しないことになりますので，特定技能外国人を引き続き受け入れることができなくなる

ほか，欠格事由に該当するということになりますと，５年間，新たな受入れができないこと

になります。

  技能実習制度では，御指摘のような労働基準監督機関との連携を図っておりまして，関係

機関でお互いに疑いがあれば通報することをしております。今回の新しい受入れ制度におき

ましても同様に，しっかり関係機関と相互通報を行いまして，それぞれが，しっかり厳正な

措置を執るということを行ってまいりたいと考えております。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） 次に，外国人労働者を雇用する事業主に対し，

外国人労働者の雇用管理の改善等に関して，事業主が適切に対処するための指針の周知を徹

底するとともに，適正な雇用管理の実効性を高めるためには，法律の制定についても検討す

べきであるとの御意見を賜りました。

  この点につきまして，厚生労働省から御回答をお願いします。

○厚生労働省職業安定局外国人雇用対策課長 厚生労働省でございます。

  御指摘の指針につきましては，外国人の方を雇用されている事業主の方に遵守いただくべ

き事項や対処いただきたい事項について，法に基づく指針として取りまとめているものでご

ざいます。

  法定化ということではございませんが，実効性をしっかり確保せよという御指摘について，

指針の中身につきまして，今後，関係の皆様の御意見をいただきながら，見直しについても

検討していきたいと考えております。

  また，前回も御指摘いただきましたけれども，こうした指針について，事業主に御理解い

ただけるように，ハローワークにおける必要な人員体制の拡充についても要求をさせていた

だいております。こうした体制の充実にも努めながら，しっかり取り組んでいきたいと考え

ております。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） ありがとうございました。

  次に，悪質な仲介事業者等を排除するため，不当な仲介料や手数料等を徴収している支援

機関，職業紹介事業者等につきましては，登録の抹消や許可の取消しを行うとともに，再び

受け入れることのできない仕組みとするべきであるとの御意見を賜りました。

この点につきまして，まず，登録支援機関の登録の抹消等について法務省から，職業紹介

事業者等の許可の取消しについて厚生労働省から回答いただきたいと思います。

  法務省，厚生労働省の順番でお願いします。

○法務省入国管理局参事官 では，先に法務省から説明させていただきます。
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  特定技能の新しい在留資格での外国人の受入れに当たりましては，当然ながら，受入れ機

関が不正なことをしたら，受入れができなくなるのは当然でございますけれども，登録支援

機関に問題が生じてもいけないということは，正に御指摘のとおりでございます。

  登録支援機関が特定技能外国人から不当な仲介料ですとか手数料などを徴収しているなど，

出入国又は労働に関する法令に関して，不正又は著しく不当な行為を行ったというような場

合には，登録の取消しを行うことになります。そして，その後５年間は登録ができないとい

うような仕組みにしてございます。

  それから，特定技能外国人に対する違法な職業紹介や中間搾取など，労働関係法規や刑罰

法規への違反が疑われた場合には，労働基準監督機関や警察等に通報するなど，関係機関と

も連携していくこととしております。

  これらの方策によりまして，悪質なブローカーの介在をしっかり防止してまいりたいと考

えております。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） 引き続き，厚生労働省からお願いします。

○厚生労働省職業安定局外国人雇用対策課長 厚生労働省でございます。

  職業紹介事業者が求職者の方から紹介手数料を徴収するということは，現在，職業安定法

におきまして，例えば一定の収入のある経営管理者の方のような一部の場合を除いて，禁止

されているところでございます。

  こうした規定に違反した場合には，許可の取消しも含めた行政処分の対象になりますし，

許可取消し等の処分を受けた事業者につきましては，５年間，職業紹介事業の許可等を受け

ることができないことになっております。

  違反する事業者が確認された場合には，しっかり指導を行い，厳正な対処を行っていきた

いと考えております。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） ありがとうございました。

  それでは，最後の項目になりますが，悪質な送出し機関等の仲介事業者について，当該外

国の政府への情報の提供，厳正な処分の申出のみならず，日本で就労を希望する当該国の労

働者に対しても，当該悪質仲介事業者に関する情報が周知されるよう求めるべきであるとの

御意見を賜りました。

  この点につきまして，外務省からお願いします。

○外務省領事局外国人課長 外務省でございます。

  御意見に関しまして回答を申し上げます。

  日本で就労を希望する外国人労働者に係る悪質な仲介事業者に関しての情報の周知に関し

ましては，送出し国政府に対して，適正な対応を求めてまいる所存でございます。

  以上です。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） ありがとうございました。

  それでは，これまで有識者の先生方からいただいておりました御意見に対して，政府側か

ら御説明申し上げたものでございますけれども，今の回答あるいは，それ以外の点でも結構

でございますが，しばらくの時間，意見交換としたいと思いますが，いかがでしょうか。

  岡部先生。

○岡部委員 ありがとうございます。

  都合により，前回欠席せざるを得なくなり，御迷惑をおかけいたしました。改めて今回の
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総合的対応策についての，ほぼコメントになりますけれども，お話させていただければと思

います。

  全般的に，新しい政策が，実質的に効果があるものとして適用されるような取組がなされ

ているものと評価いたします。その上で，大所高所的な視点になりますけれども，申し上げ

させていただきます。

  今般は，外国人材の受入れということもありますが，同時に，共生のための総合的対応策

ということで，そのために考えなければならないのは，外国人が日本社会に平和的に統合さ

れるということと同時に，外国人を受け入れる日本人に対しても，何らかの情報の発信です

とか，あるいは意見の共有といったものを求めるような作業が，何らかの段階で必要になる

のではないかと思います。

  有り体に言えば，日本人の方にしてみれば，何の準備もしないままに，ある日突然，外国

人の方が労働者として身近にやってくるということを受け入れなければならない方々もいま

して，全員が全員喜んで，待ってましたということで受け入れる人ばかりであるとは，必ず

しも限らないわけです。

  これまで，ヨーロッパ，アメリカなどの様々な先進国に限らず，途上国の事情も見てまい

りましたが，往々にして，そういう外国人を受け入れる側の自国民に対する対処というもの

は，著しくなされてこなかったと思います。対応の程度というものが非常に低かったという

ことが今，ヨーロッパの国々で，あるいはアメリカなどで起こっているような移民・難民を

取り巻く政治的混乱の一部であるように私は考えています。

  これをもってして，日本人のための日本国を作るべきと申すつもりは全くないですが，問

題は，グローバル化が進む中で，外国人と日本人の共生が進むと，日本人の中でも，いわゆ

る貧しい立場に陥ったり，労働市場の中で競争に敗れて，敗者とならざるを得ない人々も増

えてくることと思います。他方，外国人の中でも，日本社会にうまく溶け込むことに成功し

て，日本社会の中で勝者となる人も増えてくるということで，いわゆる我々が先入観で持っ

ているような，外国人がマイノリティーであって，日本人がマジョリティーであるというよ

うな図式が違ったものになってくる可能性もあると思います。

  そうした中で，必要となってくるのは二つあって，一つは，受入れの方針というものが，

なるべく透明性を持った，透明性を備えた形で周知されることです。そういう意味では，今

回のような事業主や仲介業者などの不正を厳正に取り締まるということが明確化されるとい

うことは，非常にいいことだと思います。ただ，同時に，その事業主や仲介業者などが，外

国人に対しては不正をしなくても，代わりに日本人の弱者がそこで被害に遭うようなことが

あってはいけないということも，同時に考えていただければと思います。

  もう一つは，日本語教育に関してですが，今言ったように，グローバル化に伴って生まれ

てくる複雑性というものが，我々の想定を超えるものになってくるということを考えますと，

日本でもどこでもいいやと，働けるのであればどこでもいいやというような外国人が増えて

くることになりますと，不確実性も増えて，行政の側の対応もしづらくなるということもあ

りますし，何よりも，日本社会というものの統一性にとっての危機にもなり得ると考えます。

  そういう意味では，日本語を教えるということだけでなく，できれば，他の国ではなく，

日本だから来たいと言っていただけるように，日本の文化なり日本の社会というものの何ら

かの付加価値を高めるような要素も取り入れた形で，外国人に対して日本をアピールしてい
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ただくということにも努めていただければと思います。

  以上です。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） ありがとうございました。御示唆，承らせてい

ただきたいと思います。特に直接に，この対応策の内容についての加除ということではなく，

御示唆は承りました。

  他にいかがでしょうか。

  市川先生。

○市川委員 この文章に関する修正意見ですとか，そういうことではなくて，今後の取組方の

問題なのですが，特に今回は，教育の分野が一つの肝になっており，具体策の部分ではかな

り検討いただいていると思います。特に私は，考え方・目標として，不就学をなくすという

ことが，日本人では当然のことなのですけれども，外国人については，必ずしも当然のこと

にはなっていなかったので，今後は非常に重要な課題ではないかと思っています。

  義務教育を含めて就学していくということを通じて，日本の社会に入って，同じ土俵で生

活していただくということが極めて重要だと思いますので，具体的な施策の中では，幾つか

施策を挙げていただいているのですけれども，国とか自治体が不就学ゼロを明確な目標にし

て取り組んでいただくということが大事なことだと思っております。

  その点に関係して，児童・生徒への教育について，本日，豊橋市の市長の方も少し言及し

ていらっしゃるのですが，日本語指導が必要な児童・生徒に対しての基礎定数を，今は１８

人に１人を目標にして取り組んでいくということなのですが，これはこれで非常に，他の日

本語補助指導員の点も含めて，有効な措置だろうと思っています。

  ただ，今後，外国人が集住する大都市圏ですとか工場のある地域だけではなくて，農村で

すとか漁村などの，いわゆる散在地域にも，児童・生徒が散らばって住んでいくということ

が考えられますので，そのときには，単に人数だけの基準ではなくて，加配の教員を通じて

の柔軟な配置を充実していくということも，恐らく必要になってくるのだろうと思いますの

で，現在も一定の加配教員の配置をされていると思うのですが，今後もより柔軟な措置をお

願いしたいと考えております。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） ありがとうございました。

  文部科学省，何かコメントあれば，お願いします。

○文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課長 文部科学省の総合教育政

策局です。今の市川先生からの御示唆でございますけれども，ごもっともなお話だと思って

おります。

  外国人の児童・生徒につきましては，日本国籍のお子さんと違いまして，いわゆる就学義

務が課せられているわけではないわけであります。これは，短期間日本に滞在するだけの外

国の方もいらっしゃいますし，インターナショナルスクールであるとか，様々な選択肢があ

る中で，必ず日本の学校に行きなさいというところの義務はかかっていないというところで

ございます。

  しかし，そうはいっても，どこの学校にも行かないという状況というのが，適当でないの

は間違いないことでございますので，私どもも地方自治体に対しましては，毎年度，住民基

本台帳データなどを活用して，どこからも就学案内が来ないといったことが起こらないよう

に，適切な通知をするように指導しているところでございますので，そうした取組を更に徹
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底していきたい，これは総合的対応策の中にも盛り込んでおりますけれども，引き続き努め

ていきたいと思っております。

  それから，教員の定数の関係についても御指摘ございましたけれども，これも委員御案内

のとおり，今，２年前の義務標準法の法律改正によって，教員定数を徐々に増やすというこ

とを始めているところでございますので，まずは基礎定数化というものを着実に実施させて

いただきたいと思っておりますけれども，それに加えまして，先ほど市川先生がおっしゃっ

てくださったような散在地域への対応のための加配の仕組みというものも，引き続き併せて

やってまいりますし，そうした先生たちをサポートするような日本語指導者でありますとか，

あるいは母語の支援員，こうしたものも，予算の中で補助経費，補助の対象としております

ので，こうしたものも組み合わせて，現在日本では，外国人のお子さんが集住している地域

と，それから散在化している地域と，この二つの動きが同時に起こっておりますので，その

両方に対応するようにしていきたいと思っております。

  それから，折角の機会でございますので，先ほど岡部先生から御指摘いただきました共生

社会の実現ということにつきましても触れさせていただきます。学校教育で，子供のうちか

ら，共生社会の重要さというものを教えるということが非常に大事だと思っておりまして，

先般改訂をしました学習指導要領の中でも，しっかり記載させていただいております。そう

したものに基づきまして，子供のうちから，国籍などを問わず，みんなでともに生きていく

社会だということの重要性というものをしっかり教えていきたいと思ってございます。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） ありがとうございました。

  他にいかがでしょうか。

  それでは，今泉先生。

○佐原委員代理 豊橋市です。本日も市長の日程調整がつかず，私今泉が代理で出席させてい

ただいております。

  先回，第５回の検討会のときに出席できなかったものですから，第５回の検討会のときに

配られました素案に対しまして，今回意見を別紙のとおり提出させていただきました。

  少し意見を述べさせていただきたいと思います。

  まず，一つ目の外国人との共生社会の実現に向けた意見聴取・啓発活動等について，

（１）国民及び外国人の声を聴く仕組みづくりということで，やはり現場の声を聴くという

ことは大変大事なことだと思います。国民及び外国人の声を幅広く聴いていただいて，共生

施策へ反映する仕組みづくりにつきましても，しっかり構築していただきたいと思います。

そして，透明性の確保もお願いしたいと思います。

  また，二つ目のところで記載させていただいていますように，全国市長会ですとか外国人

集住都市会議などあらゆる機会を通して，全国的な関係団体の意見についてもお聴きいただ

く機会を設けていただきたいと存じます。

  続きまして，２生活者としての外国人に対する支援，（１）暮らしやすい地域社会づくり，

行政・生活情報の多言語化，相談体制の整備とありますけれども，国の相談窓口は電話のみ

でなく，フェイスブック，ＬＩＮＥほかのＳＮＳなどの文字媒体の活用も行いつつ，所管す

る相談について，国の窓口の一本化を図っていただくよう，検討をお願いしたいと思います。

  続きまして，（３）円滑なコミュニケーションの実現，①日本語教育の充実というところ

で，２ページを御覧ください。自治体やＮＰＯ等の自主的取組に委ねることなくというのは，
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村上委員の御意見にもありましたとおり，日本語教育が地域のボランティアに委ねられてい

る実態があることを踏まえたものです。

  先ほど文化庁からも御回答いただきましたけれども，やはり多言語化ということも大事で

すが，日本語教育の充実も大変重要な課題だと思っております。日本のどこに住んでいても，

同水準の日本語教育を法的根拠に基づいて受けることができるよう，統一的な学習制度の確

立をお願いしたいと思います。

  また，（４）外国人児童・生徒の教育等の充実ですが，今，市川委員から，そして，文部

科学省からもお話いただきましたように，教員の定数をもっと手厚くしていただきたいと思

います。愛知県は現在，加配教員を１０人に１人充てておりますが，国の方で更に手厚くし

ていただければと思います。

  続きまして，少し飛びまして，第２回の検討会のときに，新聞の切り抜きでも御紹介させ

ていただきましたが，中学での転入は困難性が一層高まりますので，本市で実施しておりま

す日本語初期支援校みらいのような入り口教育が大変重要と考えておりますので，よろしく

お願いします。

  また，学習意欲は高いものの，受験時までに日本語能力が伴わない生徒に対して，英語で

試験を受けられる公立高校が必要ということも考えております。

  次に，３ページをお願いします。

  （７）社会保険への加入促進ということで，年金事務所にヒアリングを行ったところ，外

国人に関するデータというものがございませんでしたので，外国人に関する統計・分析を確

実に実施していただいて，問題解決策を立案・実施していただきたいと思います。

  そして，最後に，外国人集住都市会議としても継続的に要望をしてきたことでございます

が，今回法務省が司令塔的機能として，出入国在留管理庁（仮称）を設置されるということ

ですけれども，そういったことにとどまることなく，外国人が日本人と同様の公共サービス

を享受し，生活できる環境整備をするという国の方針に基づいて，外国人との共生に関する

基本法を制定するとともに，外国人との共生施策を確実に推進していくため，例えば外国人

庁を設置していただきたいということを引き続き申し上げたいと思います。

  以下，文言追加に関しては，先回の資料に基づく意見でございます。

  以上でございます。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） ありがとうございます。御市，長年にわたられ

ての共生施策の取り組みの御経験に基づく，様々な御示唆を賜ったと思います。

  他にいかがでしょうか。

  岡田さん。

○高橋委員代理 本日は高橋が欠席していますので，代わってコメントさせていただきます。  

これまでの議論を踏まえて，各省庁間の総合的な対策パッケージが策定されたということ

になりますが，最大の課題は，地方公共団体がパッケージとして施策を執行していく上で，

ついていくことができるかどうかが，大きな問題ではないかと考えています。ある県の幹部

に聞いたところ，実態把握もさることながら，本当にうまくついていけるかどうかというよ

うなことを言っておりました。

  そうした観点から，当然，今後周知徹底が図られ，これまで対策を講じてこなかった自治

体においても，先行する自治体のレベルにまで，庁内体制をもっていくことが大変重要にな
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るものと考えます。

  生活者としての支援を実施するのは，各市町村になりますが，労働政策や産業政策に関し

ましては，都道府県や中核市以上の自治体になってくるわけです。地方公共団体間の中での

連携といったものも重要と考えます。特に都道府県の役割が重要です。

  市町村を上手に指導していただくことと併せて，支援する体制が必要になってきます。特

に都道府県からは，国の主導的な形での支援が欲しいという声が上がっておりますので，是

非施策の執行に向けて，国が注力していただければと思います。

  労働政策，産業政策の面からいいますと，都道府県の役割が大変重要になってまいります。

例えば，農業団体等の中で，機関づくり等を進めていくようなところもあるわけですが，こ

ういった地方での取組に関しましては，各省庁の地方支部部局の役割が重要です。その辺の

連携体制，支援体制というのを，是非進めていただければと考えているところでございます。

  以上です。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） ありがとうございました。

  総務省から何か御発言はありますでしょうか。よろしいでしょうか。

  それでは，御示唆承らせていただきます。

  他の有識者の先生方，いかがでしょうか。よろしいでしょうか。

  あと，関係省庁の皆様方，何かお気付きの点，御付言いただける点がありましたら，お願

いしたいと思いますが，いかがでしょうか。よろしいでしょうか。

  どうぞ。

○市川委員 今回，新たにつけ加わった点については，これから御説明いただくということで

しょうか。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） 後ほど事務局から説明させていただきます。よ

ろしいでしょうか。ありがとうございました。

  それでは，今いただきました御示唆，中期的なもの，それから長期的なもの，そして目の

前の課題等々，たくさんいただきましたけれども，今回の取りまとめを超えて，また私たち

の課題として考え続けていきたいと思います。

  それでは，意見交換はこの辺りで終了させていただきまして，今，市川先生からもお話あ

りました，前回第５回検討会後に盛り込まれました本文の変更点につきまして，事務局から

説明させていただきます。

○法務省大臣官房秘書課付 それでは，事務局から説明させていただきます。

  資料１－２の総合的対応策【案】，本文で御説明させていただきたいと思います。

  前回の有識者の委員の御意見も踏まえまして，基本的考え方の一番最後の行になりますけ

れども，フォローアップにつきましては定期的に実施することとしております。

  続きまして，順番が前後しますが，総合的対応策関連予算について御説明したいと思いま

す。

  個別の施策の予算につきましては，本文にも一定額，具体的には１億円以上のものについ

ては記載しておりますが，全体額を御説明するため，本文末尾に添付されております別紙を

御確認いただければと存じます。

  総合的対応策関連予算につきましては，全体で２２４億円，そのうち，平成３０年度二号

補正予算が６１億円，平成３１年度予算が１６３億円となっております。
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  具体的には，生活者としての外国人に対する支援につきまして，暮らしやすい地域社会づ

くりとして，多文化共生総合相談ワンストップセンターの整備等のため３０億円，生活サー

ビス環境の改善等として，医療通訳の配置・院内多言語化支援等のため２５億円，円滑なコ

ミュニケーションの実現として，日本語教育の充実等のため８億円，外国人児童・生徒の教

育等の充実といたしまして，地方公共団体が行う体制整備への支援等のため５億円，留学生

の就職等の支援として，就職支援プログラム認定，介護人材確保のための支援等のため３２

億円，適正な労働環境等の確保といたしまして，労働基準監督署，ハローワークの機能強化

等のため４７億円，外国人材の適正・円滑な受け入れの促進に向けた取組といたしまして，

日本語能力判定テストの実施，海外における日本語教育基盤強化等のため３５億円，新たな

在留管理体制の構築といたしまして，在留資格手続のオンライン申請導入，在留管理基盤強

化等のため４２億円が計上されています。

  また，平成３０年７月の中間的整理の段階の予算要求額は１４２億円でございましたが，

今回の総合的対応策には，例えば，留学生等の就職支援などの中間的整理の段階では盛り込

まれていなかった施策やワンストップセンターの設置支援等の補正予算がついている施策が

ございまして，トータルで８２億円の増額となっているところでございます。

  このうち，多文化共生総合相談ワンストップセンター関連予算としましては，平成３０年

度二号補正予算で１０億円，平成３１年度予算で１０億円が計上されておるところでござい

ます。

  また，予算額が確定したことに伴い，地方公共団体によるワンストップセンターの設置を

全国約１００か所で行い，多言語対応といたしまして，日本語，英語，中国語，韓国語，ベ

トナム語，スペイン語，ポルトガル語，タイ語，インドネシア語，タガログ語，ネパール語

の全１１言語での対応などの相談体制の整備・拡充の取組を支援することを盛り込んでおり

ます。

  続きまして，与党での議論で追加された項目について御説明いたします。

  本文の１枚目にお戻りいただきまして，順次御説明をさせていただきます。

  まず，１ページ目の基本的な考え方でございますが，「条約難民や第三国定住難民を含め，

在留資格を有する全ての」との文言を追記するとともに，法務省の「司令塔的機能」を「総

合調整機能」に修正いたしました。

  次に，３ページ目でございます。

  施策番号７番の多文化共生相談ワンストップセンターの部分ですが，国による支援につき

まして，交付金等による財政的支援であることを明記させていただいたところでございます。

  続きまして，４ページ目でございます。

  施策番号９番の外国人が安心して生活していただけるように政府横断的に作成する生活・

就労ガイドブックに掲載する情報といたしまして，マイナンバー制度についても掲載すべき

ことを明記いたしました。ただし，この点につきましては調整中でございまして，最終的な

文言ではないことについて申し添えさせていただきます。

  続きまして，４ページ目の下の方でございますが，施策番号１３番の多言語対応の環境づ

くりを進める段階的な多言語対応施策の対象といたしまして，保育その他の子育て支援サー

ビスを追加し，保育につきましても多言語対応を実施することを明記することといたしまし

た。
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  なお，この資料１－２では，修正が間に合いませんでしたけれども，本日，机上に資料を

１枚，配付させていただいております。こちらを御覧いただければと思います。

  こちらの，本文では６ページ目に該当する部分になりますけれども，６ページ目の上段に

あります施策番号１８番に関してでございます。

  この地域における多文化共生施策に関しまして，各都道府県における共生社会実現に向け

た会議の設置・促進を行う旨の修正を行っているところでございます。

  この他，同じ１枚紙の資料で申し上げますと，施策番号１１７番につきましても，地域別

というところを追記させていただいているところでございます。

  改めまして，本文に戻らせていただきまして，御説明をさせていただきます。

  ６ページ目でございます。

  施策番号２２番の最後の部分でございますけれども，医療機関における多言語化につきま

して，表現の適正化のため，外国人患者の適切な費用負担の観点も踏まえつつ，多言語対応

を推進するほか，通訳に係る費用等を患者に請求することも可能であることを医療機関に周

知する旨，修正いたしました。

  続きまして，７ページ目の施策番号２７の後に，新たに施策番号２８を追記させていただ

きました。

  内容といたしましては，「外国人子育て家庭や妊産婦が，保育施設，保健・医療・福祉等

の関係機関を円滑に利用できるよう，市町村が実施する「利用者支援事業」における多言語

化対応を促進し，外国人子育て家庭からの相談受理，子育て支援に関する情報提供等の取組

を推進する。また，保育施設における外国人乳幼児の円滑な受入れ支援に引き続き取り組

む。」との文言を追加いたしました。これにつきましては，外国人子育て家庭が保育施設等

を円滑に利用できるようにするために，新規で追加した施策でございます。

  続きまして，１０ページ目になります。

  施策番号３７番でございます。先ほども法務省からの説明にありましたが，民事法律扶助

を含めた法テラスの法的支援についての多言語化対応を明記するため，「多言語での」とい

う文言を追加するとともに，「適切な実施と」を追加させていただきました。

  続きまして，１７ページ目でございます。

  施策番号６８番のクールジャパン分野の専門学校等を卒業する留学生が就職できる業務の

幅の拡大につきまして，クールジャパン分野に「等」を追記いたしました。クールジャパン

分野だけでなく，それ以外の専門学校等を卒業する留学生につきましても，就職機会の拡大

を行うという趣旨でございます。そして，その拡大のためには，法務省と関係省庁が協議す

ることを盛り込んだところでございます。

  続きまして，１９ページ目の下の方でございますが，施策番号８０番の後に，新たに施策

番号８１を挿入いたしました。その内容ですが，インターンシップの周知徹底を図るべく，

「特定活動の在留資格により認められるインターンシップが，留学生自らのスキルアップの

ほか，国際的な文化交流に資するとの観点を踏まえ，その対象となる留学生の範囲や活動内

容について，更なる周知を図る」との施策を追加したものでございます。

  続きまして，２２ページ目でございます。

  施策番号９１番の社会保険の加入促進につきまして，国民健康保険について，市町村にお

いて，離職時等に年金被保険者情報等を活用しながら行う加入促進の取組を推進する旨，更
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なる加入促進に向けた施策を追加いたしました。

  次に，２２ページから２３ページ目にかけての施策番号９４番でございますが，医療保険

の適正な利用の確保のため，健康保険の被扶養者や国民年金第３号被保険者の認定におきま

して，原則として国内に居住しているという要件を導入すること，また，他人の被保険者証

を流用する，いわゆる成りすましに対しまして，必要に応じて，被保険者証とともに本人確

認書類の提示を求めることができるよう，必要な対応を行うことを追加したものでございま

す。

  続きまして，２５ページ目でございます。

  施策番号１００番でございますが，特定技能の在留資格につきまして，平成３１年から外

国人の送出しが想定される，日本語試験を実施する９か国につきまして，具体的な国名を追

加いたしました。

  なお，この具体的な国名の追加につきましては，その後の２６ページ，２７ページ目にあ

ります施策番号１０７，１１２も同様でございます。

  ２６ページ目の施策番号１０７でございますが，外国人の日本語能力を適切なレベルで，

かつ頻度を高めて測ることができるよう，ＣＢＴ形式を導入するとしていた部分のレベル感

につきまして，「生活・就労に必要なレベルに応じて適切に」と修正させていただきました。

  次に，２８ページ目でございます。

  施策番号１１３番でございますが，更なる在留管理の充実を図るため，在留管理に関する

届出等に関して，在留管理の電子化を進める旨，追加いたしました。

  次に，２９ページ目の不法滞在者等への対策強化の現状認識・課題でございますが，「主

たる在留目的が就労にあるにもかかわらず，留学目的と偽って就労をする者も少なからず見

受けられるとの指摘もなされている。」との文言を追加いたしました。

  また，新たに，「技能実習制度については，低賃金等の劣悪な実習環境の問題が指摘され

ているところ，平成２９年１１月から」「その運用も見守りつつ，技能実習制度における不

正な行為に対して厳正に対処していく必要がある。」との文言を追加いたしました。

  続きまして，３０ページ目の施策番号１２０番でございますが，不法滞在事案，偽装滞在

事案，不法就労助長事案に関するブローカー及び雇用主を積極的な摘発対象とすることにつ

いて，表現の適正化の観点から修正を行いました。これらは，目的を偽って入国しようとす

る外国人はもとより，悪質ブローカーや事情を知りつつ雇い入れる雇用主に対しては厳正に

対処するという観点から盛り込まれたものでございます。

  以上が，与党の合同会議等の御指摘を踏まえて修文した箇所でございます。

  総合的対応策【案】につきましての御説明は以上でございます。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） 正にぎりぎりまで，できるだけいろいろなもの

を盛り込むという作業を続けてまいった結果につきまして，御報告をさせていただきました。

  それでは，この最終ぎりぎりまでの修正も含めまして，この時点でコメント等頂戴できま

したらと思いますが，いかがでしょうか。

  それでは，冨髙様，お願いします。

○村上委員代理 ありがとうございます。

  今回，総合的対応策を取りまとめるということで，それに当たりまして，意見を２点申し

上げたいということと，あと，質問と確認をそれぞれ１点ずつさせていただきたいと思いま
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す。

まず，今日も御説明の中にございましたけれども，前回の第５回の検討会におきまして，

やはりＰＤＣＡサイクルを回すことが重要であるということが，多くの委員の皆さんから出

てきたところだと思います。

  先ほど資料もいただきまして，施策番号１と，先ほど配っていただきました施策番号１８

にも関わるところで，まず１点，御意見を申し上げたいと思います。適切にフォローアップ

をするためには，共生及び労働に関わる部分もございますので，やはり現場自体を知ってい

る多様なステークホルダーが入ることが重要ではないかと思っております。企業だけではな

くて，労働組合も含めて，そういった様々なステークホルダーが参加することが重要だと考

えております。

  そのために，共生だけでなく，労働問題に関する情報なども共有するようなネットワーク

を構築するべきだと思っておりますし，また，中央レベルだけではなくて，先ほども御意見

ございましたけれども，地域において，課題がそれぞれ様々だと思いますので，それぞれ地

域における連携も非常に重要だと考えております。

  例えば，外国人技能実習生の場合は，先ほども技能実習機構のお話が出ておりましたけれ

ども，機構の地方事務所と都道府県労働局，それから地域の行政機関が，地域協議会という

ものを開催しておりまして，その中で，労使からのヒアリング等も行いながら，技能実習生

に関する情報共有を進めているというところがございます。

  具体的施策の施策番号１で，意見聴取をするということが記載されておりますけれども，

外国人の共生支援についても，是非とも同様のネットワークを設けていただくなどして，意

見を聴取するだけではなくて，情報の共有ですとか，意見を交換して，日本に居住して働く

外国人の方が安心・安定して生活・労働できるような環境を是非整えていただきたいという

のが，まず１点目でございます。

  ２点目でございますけれども，本冊の２０ページ目でございます。

  この中で，適正な労働環境等の確保と書いてございまして，現状認識と課題のところに，

２行目ですけれども，外国人労働者は日本の労働関係法令等に関する知識が十分でない場合

も少なくない，それによって問題が生じやすいということが記載されております。労働関係

法令の周知については，日本人でもなかなか難しいことを考えれば，外国人は尚更ではない

かと思いますので，そこの部分をしっかりやっていただきたいということがございます。

  ２１ページ目の施策番号８９に，労働関係法令と雇用慣行等の基本的な知識を習得するた

めの研修事業というのが記載されておりますけれども，これは定住外国人が対象となってお

りまして，主に日系人が対象になるのではないかと思いますけれども，今言ったような状況

を考えると，全ての外国人労働者を対象にするべきではないかと思っておりますので，これ

も２点目の意見として申し述べておきたいと思います。

  １点質問なのですけれども，１ページ目の基本的な考え方におきまして，在留資格を有す

る全ての外国人を孤立させることなく，と記載していただいておりますけれども，在留資格

を有するという部分について，質問させていただきたいと思います。先ほどの臨時国会で，

失踪技能実習生の問題があったかと思いますけれども，本人の意思によらずに，劣悪な労働

環境から逃げるために失踪せざるを得ず，結果として不法滞在になっているような外国人の

方も含むという認識でよろしいか確認させていただきたいと思います。
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  また，もう１点確認でございますけれども，この総合的対応策，現状の課題・認識に基づ

いて策定しておりますが，今後，居住する外国人が増加することも想定されますので，そう

なった場合，課題認識ですとか対応策も異なってくるのではないかと，変化してくるのでは

ないかと考えております。その点について，適宜見直すということの理解でよろしいのか，

確認させていただきたいと思います。

  また，見直すということであれば，フォローアップや調査も踏まえて，どのようなタイミ

ングで見直しを行っていくかというイメージ等があれば，お伺いしたいと思います。

  以上です。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） ありがとうございました。

  もしよろしければ，もうお一方，お二方，引き続き質問をいただきまして，まとめてお答

えを申し上げたいと思います。

  市川先生。

○市川委員 私もコメントと意見ですが，コメントは，２３ページの海外にいる被扶養者の医

療保険の問題なのですけれども，例外として対象にするという人たちのグループがいて，そ

れは同じ海外にいる被扶養者であるにもかかわらず，そういう違いが出てくるということで，

平等原則の観点から問題はないかということが論点になるかと思います。

  日本にいる外国人労働者の医療保険の負担に加えて，また，海外にいる被扶養者について

も，また別の医療保険に入れというようなことになる，あるいは医療の手当てをしろという

ことになるとすれば，それがかえって，その労働者にとっては，日本に来るに当たってのハ

ードルを高めることになりかねないという側面もあると思いますので，そういった区別をす

ることの必要性があるのかどうかという，社会的な事実も踏まえて，慎重に検討していただ

きたいと思っております。

  それから，これは意見ですが，今，連合からも御意見ありましたけれども，１ページの基

本的な考え方のところで，条約難民や第三国定住難民を含めて，在留資格を有する全ての外

国人という，在留資格を有する全ての，という文言が加筆されたところです。２９ページ以

下で不法滞在者等への対策強化が打ち出されていて，それ自体の必要性は，私も否定するわ

けではございません。

  ただ，条約上の難民の相当数の方というのは，ビザを準備するいとまもなく入国しており

まして，難民申請中は在留資格がなくて，在留特別許可を得るまでの間の在留資格はなく，

それからあと，在留特別許可を得るまでの間の家族の子供も在留資格はありません。しかし，

例えば，今回の施策の重要な部分になっております，子供の教育を受ける権利については，

子供の権利条約の条約機関などでは，在留資格のあるなしにかかわらず，初等教育を受ける

権利を認めなさいということが強く言われております。これも受けて，現在の日本の運用で

も，在留資格がないからといって，子供の就学を拒んではいけないということになっている

と承知しております。

  ところが，今回のような書きぶりになってしまいますと，在留資格がない人も，在留資格

が認められるまでは，こうした権利がないというような，逆のメッセージを与えるおそれが

ないかということを懸念しております。現に今も，学校への入学がなかなか認められないお

子さんもいると聞いておりますので，この点で，果たして，こういった書きぶりが必要かど

うかという問題もあると思いますし，条約機関から批判を受けることがないかという心配も
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あるかと思います。

  したがって，私は，条約難民や第三国定住難民を含め，という部分の加筆のみにとどめる

べきではないかと考えております。

  以上です。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） ありがとうございました。

  それでは，ここまでのところを事務局の金子審議官から，その後，厚生労働省から２３ペ

ージ関係をお願いします。

○法務省大臣官房政策立案総括審議官 １ページのところで御指摘をいただいたところです。

  在留資格を有するというのは，いわば原則を書かせていただいておりまして，例えば，初

めから不法に入国するような方までは，一律に日本人と同等のような扱いをすることはでき

ないということであって，例えば，非自発的に在留資格を失ってしまったような方につきま

しては，ここに含めて読むということで御理解いただければと思います。

  それから，フォローアップですが，これ，前回は適時にとなっていたのを，定期的にとい

うふうにさせていただいたということには少し意味がありまして，これはイメージ的には，

１年に一遍くらいはフォローアップしていって，これをリバイズするようなことも考えてい

ます。

  例えば今，予算の金額を入れていますが，この金額は，来年のこの場での有効な数字では

既にないわけですので，そういうところも含めて，また，各方面から非常に注目も高いので，

ある程度の頻度でフォローアップをして，それを踏まえた見直しを図る場を作っていかない

といけないという認識でおります。

  以上でございます。

○厚生労働省政策統括官付参事官（社会保障担当） 厚生労働省です。

  ２３ページの今回新たに付け加えた施策番号９４について，市川先生から御指摘をいただ

いております。

  もともと，この問題につきましては，今回の入管法の改正とはかかわらずに，近年，外国

の方の日本における医療機関の利用の問題が大きく出てきたといった中で，実は与党の中で

もいろいろな議論があって，これまで議論が進んできたところでございます。

  日本の健康保険制度は，国内に居住する方が利用するということが基本的な想定ではあっ

たわけですけれども，居住地を特に問わずに，国外に居住する被扶養者についても，要件を

満たせば健康保険に加入するということで，これまで運用してきたところでございます。

  ただ，こうした社会的な，いろいろと議論が出てきている状況の中で，諸外国の公的な医

療保障の仕組みの状況を調べてみますと，実は，日本と同じように社会保険方式をとってい

るドイツとかフランスとか韓国では，いわゆる被扶養者について，原則として国内居住要件

を課すといったような取組がなされているところでございます。また，イギリスにおいては，

これはＮＨＳにおいて税方式でやっているんですけれども，居住者を対象とした，やはり国

内での居住者を対象とした公的医療保障制度になっているところもございます。

  こうした中で，今後の取組をどうするかというところの議論はございますが，やはり，そ

もそも海外に居住する方については，基本的にはその国の公的な社会保障を受けるというこ

とを原則として，日本に生活の本拠がない方まで日本の社会保険を適用するということがい

いのかどうかといったところは論点としてあって，今回この点については，私どもの整理と
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して，国内に居住している方を原則とするという要件を設定することにしたところでござい

ます。

  ただ，例えば，日本から海外に留学している方とか，あるいは海外にお仕事で赴任してい

て，家族も同行しているといったような方々も当然おられますので，一時的に国外に居住し

て，国内に生活本拠がないとまではいえないケースというものも当然ございますので，そう

した場合については，一定の例外を設けることで対応していこうという方向で整理をしよう

としているところでございます。

  その線引きを具体的にどうするかということについては，制度改正も必要な案件でもあり

ますので，よく私どもの中でも整理していきたいと考えておりますが，先生の御指摘も踏ま

えつつ，よく議論を整理していきたいと思っております。御指摘いただいて，ありがとうご

ざいます。

○厚生労働省職業安定局外国人雇用対策課長 外国人の方に対する労働関係法令の周知につい

て御指摘がございました。

  私ども，日本で働こうとする外国人の方に対する日本の法令の解説も含めたパンフレット

などを多言語で作っております。こうしたものも活用しながら，周知の取組を進めていきた

いと考えております。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） ありがとうございました。

  それでは，他に御指摘，コメント等いただけましたらと思いますが，いかがでしょうか。

よろしいでしょうか。

  それでは，意見交換はこのあたりで終了させていただきます。

  本日頂戴しました御意見や，今回の総合的対応策に盛り込めなかった事項につきましては，

関係省庁におきまして，引き続きしっかりと取り組んでいくとともに，今後のフォローアッ

プの対象として検討を行いたいと考えておりますので，引き続きよろしくお願い申し上げま

す。

  それでは，９月１３日に第１回を開催して以来，延べ６回にわたって検討を行ってまいり

ました外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策に関しまして，先ほどお配りした修正

案の内容につきまして，若干一部，調整中のものもございますが，本日，本検討会としてお

認めいただくということにつきまして，よろしいでしょうか。

  ありがとうございました。

  それでは，御了承いただきましたものとして，来週２５日の関係閣僚会議において，お諮

りすることといたしたいと思います。

  最後に，山下大臣から挨拶がございますので，そのまま少々お待ちください。

          （休     憩）

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） それでは，再開させていただきます。

  山下法務大臣から御挨拶いただきます。

○法務大臣 本日は御多忙の中，本検討会に御出席いただき，誠にありがとうございます。

  外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策【案】の取りまとめに当たり，一言御挨拶

を申し上げます。
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  本検討会におきましては，本年９月１３日の第１回開議を皮切りに，約３か月の間に合計

６回の会議を開催し，非常に濃密な議論を行っていただきました。私も折に触れて，この検

討会における議論の状況について報告を受けておりましたが，毎回，有識者の皆様から示唆

に富んだ御意見を賜りましたこと，この場を借りて，改めて御礼申し上げます。

  本日の取りまとめ案につきましては，私も全文を読ませていただきましたが，非常に充実

した内容になっております。これもひとえに，有識者の皆様をはじめ，関係者の方々の御協

力のたまものであるということで，深く感謝しております。

  今後は，この総合的対応策【案】について，関係閣僚会議で御了承いただいた上，この案

に盛り込まれた施策を実行する段階に移ります。それぞれの関係省庁がスピード感を持って，

各施策を着実に進めていく必要があり，法務省としても，総合調整機能を果たしつつ，皆様

の御協力のもと，外国人の受入れ環境の整備を推進していきたいと考えております。引き続

き，よろしくお願いいたします。

  最後になりますが，この取りまとめ案に示された総合的対応策が，我が国における多文化

共生社会の実現に向けた大きな大きな一歩となることを願いつつ，皆様のこれまでの御協力

に重ねて感謝申し上げて，私の挨拶とさせていただきます。本当にありがとうございました。

○法務省大臣官房審議官（入国管理局担当） それでは，これをもちまして，第６回外国人材

の受入れ・共生のための総合的対応策検討会を終了いたします。誠にありがとうございまし

た。

－了－


